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参考例（私立学校法第 103 条第２項、私立学校法施行規則第 29 条関係） 

事業報告書 

１．法人の概要 

(1)基本情報

① 法人の名称

② 主たる事務所の住所、電話番号、ＦＡＸ番号、ホームページアドレス等

(2)建学の精神

(3)学校法人の沿革

(4)設置する学校・学部・学科等

(5)学校・学部・学科等の学生数の状況

(○○年５月１日現在)

学校名 入学定員 入学者数 収容定員 現員数 

大学 ○○学部

××学部 

短期大学 △△学科

(6)収容定員充足率

(毎年度５月１日現在) 

学校名 ○年度 ○年度 ○年度 ○年度 ○年度

大学 

短期大学 

(7)役員の概要

・定員数、役員の氏名、就任年月日、常勤・非常勤の別、業務執行・非業務執行の別、

主な現職、外部理事等

・責任免除に関する決議等、責任限定契約、補償契約及び役員賠償責任保険契約の状況 

(8)評議員の概要

・定員数、評議員の氏名、就任年月日、主な現職等

別添４ 
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(9)会計監査人の概要 

・定員数、名称又は氏名、就任年月日等 

・責任免除に関する決議等、責任限定契約、補償契約及び役員賠償責任保険契約の状況 

 

(10)理事選任機関の概要 

・構成等 

 

(11)教職員の概要 

・教職員の本務・兼務別の人数等 

 

(12)その他 

 

２．事業の概要 

(1)主な教育・研究の概要 

・「卒業の認定に関する方針」、「教育課程の編成及び実施に関する方針」、「入学者の受

入れに関する方針」 

 

(2)中期的な計画（教学・人事・施設・財務等）及び事業計画の進捗・達成状況 

 

(3)その他 

 

３．財務の概要 

(1)決算の概要 

① 貸借対照表関係 

ア)貸借対照表の状況と経年比較 

  ・・・。 

 ○年度 ○年度 ○年度 ○年度 ○年度 

固定資産      

流動資産      

資産の部合計      

固定負債      

流動負債      

負債の部合計      

基本金      

繰越収支差額      

純資産の部合計      

負債及び純資産      
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の部合計 

 

イ)財務比率の経年比較 

・運用資産余裕比率、流動比率、総負債比率、前受金保有率、基本金比率、積立率等 

 

② 事業活動収支計算書関係 

ア)事業活動収支計算書の状況と経年比較 

  ・・・。 

科 目 ○年度 ○年度 ○年度 ○年度 ○年度 

教
育
活
動
収
支 

事業活動収入の部 

学生生徒等納付金      

手数料      

寄付金      

経常費等補助金      

付随事業収入      

雑収入      

教育活動収入計      

事業活動支出の部 

人件費      

教育研究経費      

管理経費      

徴収不能額等      

教育活動支出計      

教育活動収支差額      

教
育
活
動
外
収
支 

事業活動収入の部 

受取利息・配当金      

その他の教育活動外収入      

教育活動外収入計      

事業活動支出の部 

借入金等利息      

その他の教育活動外支出      

教育活動外支出計      

教育活動外収支差額      

経常収支差額      

特

別

収

支 事業活動収入の部      

資産売却差額      

その他の特別収入      
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特別収入計      

事業活動支出の部      

資産処分差額      

その他の特別支出      

特別支出計      

特別収支差額      

基本金組入前当年度収支差額      

基本金組入額合計      

当年度収支差額      

前年度繰越収支差額      

基本金取崩額      

翌年度繰越収支差額      

（参考）      

事業活動収入計      

事業活動支出計      

 

イ)財務比率の経年比較 

・人件費比率、教育研究経費比率、管理経費比率、事業活動収支差額比率、学生生徒

等納付金比率、経常収支差額比率等 

 

③ 資金収支計算書関係 

ア)資金収支計算書の状況と経年比較 

  ・・・。 

収入の部 ○年度 ○年度 ○年度 ○年度 ○年度 

学生生徒等納付金収入      

手数料収入      

寄付金収入      

補助金収入      

資産売却収入      

付随事業・収益事業収入      

受取利息・配当金収入      

雑収入      

借入金等収入      

前受金収入      

その他の収入      

資金収入調整勘定      

前年度繰越支払資金      
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収入の部合計      

 

支出の部 ○年度 ○年度 ○年度 ○年度 ○年度 

人件費支出      

教育研究経費支出      

管理経費支出      

借入金等利息支出      

借入金等返済支出      

施設関係支出      

設備関係支出      

資産運用支出      

その他の支出      

資金支出調整勘定      

翌年度繰越支払資金      

支出の部合計      

 

 

イ)活動区分資金収支計算書の状況と経年比較 

  ・・・。 

科 目 ○年度 ○年度 ○年度 ○年度 ○年度 

教育活動による資金収支 

 教育活動資金収入計      

教育活動資金支出計      

差引      

調整勘定等      

教育活動資金収支差

額 

     

施設整備等活動による資金収支 

 施設整備等活動資金

収入計 

     

施設整備等活動資金

支出計 

     

差引      

調整勘定等      

施設整備等活動資金

収支差額 

     

小計（教育活動資金収      
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支差額＋施設整備等活

動資金収支差額） 

その他の活動による資金収支 

 その他の活動資金収

入計 

     

その他の活動資金支

出計 

     

差引      

調整勘定等      

その他の活動資金収

支差額 

     

支払資金の増減額（小

計＋その他の活動資金

収支差額） 

     

前年度繰越支払資金      

翌年度繰越支払資金      

 

ウ)財務比率の経年比較 

・教育活動資金収支差額比率 

 

 

(2)その他 

① 資産運用の状況 

・運用目的、運用目標、運用方針（基本ポートフォリオを含む）、資産運用に関するガ

バナンス体制、運用体制、本年度の運用の概況（運用目的ごとの貸借対照表計上額、

時価、収益の状況等）等 

※資産運用の中長期的な状況が明らかとなるよう、有価証券の貸借対照表計上額と

時価情報の経年変化が一覧できる図表や、法人の収入全体に占める資産運用収入

の割合が分かる図表を示すことが望ましい 

 

●有価証券の貸借対照表計上額と時価情報の経年比較 

有価証券 〇年度 〇年度 〇年度 〇年度 〇年度 

貸借対照表計上額      

時価      

差額      

※時価のない有価証券を除く 
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●法人の収入全体に占める資産運用収入（受取利息・配当金＋有価証券売却差額）の割合 

 

 

 

 

 

 

【参考イメージ】法人の収入全体に占める資産運用収入の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 学校債の状況 

・発行年度、本年度末残高、利率、償還期限等 

 

③ 寄付金の状況 

 ・主な寄付金の使用実績等 

 

④ 補助金の状況 

 ・主な補助金の内容、使用実績等 

 

⑤ 収益事業の状況 

 ・事業内容、貸借対照表の経年比較、損益計算書の経年比較等 

 

 

(3)経営状況の分析、経営上の成果と課題、今後の方針・対応方策 

 

 

４．学校法人の業務の適正を確保するための体制（内部統制システム）の整備及び運用

状況の概要 

(1)関係する決議の概要 

 

図表などを示すこと（↓参考イメージ） 
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(2)体制整備及び運用状況の概要 

 ① 理事の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

 ② 損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

 ③ 理事の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

 ④ 職員の職務の執行が法令及び寄附行為に適合することを確保するための体制 

⑤ 監事の監査が実効的に行われることを確保するための体制等 
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参考例                                

附属明細書 

 

 

 

※事業報告書の内容を補足する重要な事項を記載すること。 

 

※該当事項がない場合にはその旨を記載すること。


